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　第７３号（２０１７年１２月号）ではネパールの新民法成立の経緯について簡単に述べ

た。本稿では新制度・改正点を中心に民法の中身を概観する。以下，英訳は公定訳に準じ，

和訳は当職による。

第１　我が国の起草支援との関係

　ネパール民法は南アジアで初めて成立した統一民法典である。

　ＪＩＣＡ（独立行政法人国際協力機構）は，２００９年から我が国の民法教授や法曹か

らなる Advisory Group を立ち上げネパール民法起草の支援に着手した。２０１４年には

全７４３条の民法改正案が完成し国会に提出されたが，２０１５年の大地震や政治的な混

乱もあり，３年ほどのブランクを経た２０１７年１０月にようやく成立し，２０１８年８

月１７日に施行されるに至った。

　２０１４年草案との違いだが，遺言の章の削除等で総条文数は７４３条から７２１条に

減った他，細部の変更は散見されるものの，同草案をほぼ踏襲した内容となっている。我

が国の起草支援の結果が反映された民法が成立したと評価してよい1。

第２　概観

　１　全体像

　　新民法は，Muluki Ain（民法だけでなく刑法や各訴訟法を一つの法律としてまとめた

従前の１８５３年国法）の中の民法部分を取り出し，関連法規（契約法等）を取り込ん

で一本化し再編成・改正したものである。

　　冒頭から順に，

　　Part－１：序文（Preliminary）

　　Part－２：人（Law Relating to Persons）

　　Part－３：家族法（Family Law）

　　Part－４：財産法（Law Relating to Property）

　　Part－５：契約とその責任（Provisions Relating to Contracts and Other Liabilities）

　　Part－６：国際私法（Provisions Relating to Private International Law）

　　の６つのパートからなり，我が国の民法のようないわゆる Pandekten 方式ともフラン

1 本稿執筆時（２０１８年１０月）時点で既に３８箇所の改正が予定されているが，いずれもマイナー
チェンジであり，条文の内容に大きな変更を加えるものではない。
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ス民法典のような Institutiones 方式とも異なる構成を採っている2。

　　冒頭の２つのパートは日本の民法でいう総則規定（の一部）に整理でき，Part－３の

家族法がカバーする領域は日本のそれと概ね同じである。一方で続く Part－４財産法，

Part－５契約法は日本の民法でいう物権法，債権法の区分とは異なり，Part－６国際私法

は日本の民法典の中には存在しない。

　　なおほとんどの章の末尾に提訴期間を限定する条文が置かれ，権利ごとの消滅時効な

いし除斥期間を定めるような形式となっている。以下，「権利行使期間」と記載してい

るのはこの意味である3。

　　各パートを追って，どのような条文があるのか，またどのように新設・改正されたの

か概観したい。

　２　Part－１：序文（Preliminary）

　　一般的規定（General Provisions），民法の一般原則（General Principles of Civil Law），

市民的権利（Provisions Relating to Civil Rights）の３つの章（Chapter）からなる。

　　⑴　第１章：一般的規定（General Provisions）

　　　冒頭の章では本法の名称・施行日（２０１８年８月１７日，１条）の他，本法で用

いられるごく基本的な文言の定義規定（２条），特別法との関係（３条）の規定が置

かれている。

　　⑵　第２章：民法の一般原則（General Principles of Civil Law）

　　　「一般原則」としてこの章に定められた原則・条項は，民法（この法律に限らず民

事法一般の意）に関する事項一般に適用される（４条）。

　　　法の不知は許されず，何人も法を知るものと推定される（５条）が，これは当然の

ことである。

　　　公共の利益に反する行為は禁止され（６条），法に反する行為は無効とされる（７条）。

　　　また不法行為者の責任（８条），他者への迷惑行為の禁止（９条），不正な利益享受

の禁止（１０条），被後見人・被保佐人ないしその影響下にある者との利益相反行為

の無効（１１条）が規定されている。

　　　何人も他者の人格を尊重しなければならない（１２条）。何人も近隣の人に損害を

与えず良い関係を維持しなければならない（１３条）。また市民としての義務から解

放されないこと（１４条）と，規範的な規定も並ぶ。

　　　この章の条文はいずれも新設されたものだが，効力規定を除けば相当に抽象的であ

り，訴訟実務上の位置づけが興味深い。

　　　この民法及び関係する法律は，性質上ネパール人のみに適用される場合を除き，外

2 近時はこのような総則→人→家族→財産→（他者との）契約関係という，関係性の拡大をなぞった
条文の配置がアジアにおける民法典の構成のスタンダードになりつつあるようである。
3 権利行使期間は３ヶ月～１年程度と極めて短期のものが多く，現実の権利行使の障害になることが
予想される。将来の改正課題であろう。
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国人にも適用される（１６条）。なお，法に反する伝統や習慣は認められないとされ

るが（１５条），各論的にはネパールの慣習に配慮する規定も存在する4。

　　⑶　第３章：市民的権利（Provisions Relating to Civil Rights）

　　　日本法と異なり，憲法上の人権規定のような条項が民法に列挙されている。

　　　全ての市民は，法の前に平等である（１７条）。差別の禁止（１８条）とその法律

上の例外（後進的立場にある女性や不可触民や原住民，マデシ，タルー，ムスリム，

被差別階級，農家，労働者，若者，子ども，老人，性的マイノリティ，障害者，妊婦，

無能力者，後進地域，経済的貧困にある者等に対する優遇措置。１９条），自由権の

保障（２０条），プライバシー権（２１条），契約締結権（２２条），租税法律主義（２

３条），意に反する労働の禁止（２４条），法によらない財産の徴発・没収等の禁止（２

５条），裁判を受ける権利（２６条），裁判による賠償（２７条），虚偽提訴の場合の

賠償（２８条）の定めが置かれている。

　　　たとえばプライバシー権（２１条）の条文では，同意なき住居への立ち入り（同条

１項（a）），通信やその使用・録音録画等・電話その他の媒体を通じた会話等の開示（同

条項（b）），写真撮影等（同条項（c）），名前や姿，写真，声を模倣し公にすること（同

条項（d））と，かなり具体的な侵害態様が明記されている。

　　　権利行使期間は，逮捕・拘禁に対してはいつでも，それ以外の場合は対象の行為の

時から６ヶ月である（２９条）。

　３　Part－２：人（Law Relating to Persons）

　　自然人（Provisions Relating to Natural Persons），法人（Provisions Relating to Legal Persons），

自然人の破産（Provisions Relating to Bankruptcy of Natural Persons）の３章からなる。

　　⑴　第１章：自然人（Provisions Relating to Natural Persons）

　　　自然人は，出生により法律上の権限を有する人とみなされ（３０条），名前に対す

る権利を得る（３１条）こと，成人年齢は１８歳であるが（３２条），１０歳に達す

るか否かで法律上の扱いが変わること（３３，３４条）が整理された。自然人の能力

に争いがある場合は裁判所が裁定する（３５条）。

　　　また死後の葬儀や遺体・臓器提供についての規定（３６～３８条）も整備された。

　　　その他，住所（３９条），失踪（４０条），場面に応じた権利行使期間（４１条）の

定めがある。

　　⑵　第２章：法人（Provisions Relating to Legal Persons）

　　　法人格に関する基本的な規定はMuluki Ainから引き継がれているが（４２，４３条），

州や政府といった公的機関の法人格が明記された（４４条）。

　　　法人の住所（４５条），維持管理（４６条），法人によるビジネス（４７条），法人

合併のための譲渡の権利義務（４８条），利益相反行為の意思決定関与の禁止（５０条），

4 ７０条等。
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法人の損害賠償責任（５１条），解散時の資産と負債（５２条）の規定がある。

　　　権利行使期間は原則として行為の時から６ヶ月だが，５０条の場合はその行為を

知ってから３ヶ月である（５３条）。

　　⑶　第３章：自然人の破産（Provisions Relating to Bankruptcy of Natural Persons）

　　　自然人の破産が民法典に盛り込まれているのは日本の民法とは異なる。Muluki Ain

を踏襲するものだが，わずか１３条しかない。

　　　破産手続の開始（５４，５５条），債権者への通知（５６条），借主への通知（５７

条），破産手続開始命令（５８条），開始命令による行為の中断・無効（５９条），利

害関係人の調整（６１条），優先弁済命令（６２条），優先弁済が受けられない場合（６

２条），破産手続から除外される財産（６３条），資産隠匿の禁止（６４条），破産状

態の消滅（原則１２年。６５条），場面に応じた権利行使期間（６６条）の定めがある。

　　　法人破産は別の法律に委ねられるが，整備は今後の課題である。

　４　Part－３：家族法（Family Law）

　　家族法は，ネパール訴訟実務の要の１つである。司法機関・準司法機関に持ち込まれ

る事件の多くを占めるからだ。

　　婚姻（Provisions Relating to Marriage），婚姻の効果（Provisions Relating to Consequences 

of Marriage），離婚（Provisions Relating to Divorce），親子関係（Provisions Relating to 

Relationship of Parents and Children），親権（Provisions Relating to Maternal and Paternal 

Authority），後見（Provisions Relating to Guardianship），保佐（Provisions Relating to 

Curatorship），養子縁組（Provisions Relating to Adoption），国際養子縁組（Provisions 

Relating to Inter－country Adoption），Partition（Provisions Relating to Partition），相続

（Provisions Relating to Succession）の１１の章からなる。

　　⑴　第１章：婚姻（Provisions Relating to Marriage）

　　　婚姻が男女の合意と儀礼により成立すること（６７条）は旧法と同じだが，新設さ

れたものとして，婚姻が自由な意思に基づく恒常的で不可侵・神聖な社会的・法的な

繋がりであるとの宣言がある（６８，６９条）。婚姻は２０歳以上の男女の合意によ

り成立し，近親婚・重婚は認められないが，近親婚についてはコミュニティの慣行を

尊重する規定が置かれている（７０条）5。同意のない婚姻と近親婚は無効事由となり

（７２条），婚姻適齢未満の場合は取消事由となる（７３条１項（a），ただし妊娠ま

たは出産した女性の同意により有効となる（同条２項））。

　　　また，婚姻にあたり，ＨＩＶないしＢ型肝炎等の治癒困難な病気の罹患（７１条２

項（a）），性器欠損・性的不能（同条項（b）），聾唖者・聴覚障害者・失明者・ハンセ

ン病罹患者（同条項（c）），精神障害者（同条項（d）），既婚者（同条項（e）），妊婦（同

5 家族の在り方，特に婚姻は，コミュニティごとの慣習が色濃く現れるだけでなく，血縁・人的繋が
りの基礎をなすプライベートな領域なので，画一的な法的整理が容易でない。実際，ネパールには非
常に多様な婚姻・準婚姻の慣習が存在している。
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条項（f）），道徳に反する罪で有罪判決を受けている者（同条項（g））が，これらの

事情を明らかにしなかった場合は婚姻取消事由となる（７３条１項（b），ただし妊娠

または出産した女性の同意により有効となる（同条２項））。なお賠償請求も認められ

る（７１条３項）

　　　また，性的関係を持って女性が妊娠し出産した場合も事実上の婚姻の成立とみなさ

れる（ただし，強姦や近親間の妊娠は除く，７４条）。

　　　婚姻が無効ないし取消された場合にも子どもの地位は保護される（７５条）。

　　　婚姻に登録制度が設けられていることは現行法と同じである（７６～８０条。改正

は加えられている。）。

　　　婚姻後の女性の苗字に関する規定が明文化された（８１条）。自身の両親の苗字，

夫の苗字，または両方の苗字を使用できる（同条１項）が，疑義が生じた場合は夫の

苗字を使用するものと推定される（同条２項）。

　　　その他，夫婦関係の終了事由として，婚姻無効の場合（８２条（a）），法に基づい

て夫婦で婚姻を解消した場合（同条（b）），妻が離婚の効力発生前に別の婚姻をした

場合（同条（c））が挙げられている。再婚ができるのは，８２条にある婚姻関係終了

後（８３条（a）），夫婦いずれかが死亡した場合（同条（b）），夫婦が法に従って

Partition6を得て別居した場合（同条（c））とされる。

　　　権利行使期間は行為の時から３ヶ月である（８４条）。

　　⑵　第２章：婚姻の効果（Provisions Relating to Consequences of Marriage）

　　　婚姻した男女が夫婦とされる規定（８５条）は旧法を引き継いだものであるが，そ

の他は新設ないし改正規定である。夫婦は相互に愛情と信頼を持ち，夫婦間で決めた

場合を除いて家庭を形成し，互いを扶助し尊重し（８６条），名誉と能力に応じて相

互を扶養し（８９条），その財産や収入，能力に応じて同意の上で家庭を維持しなけ

ればならず（９０条１項），家族は互いにその能力を仕事で活かす機会を妨げてはな

らない（９１条）。

　　　その他の事情がなければ夫の家が居住地とされ（８７条），夫婦は双方を代理でき

る（８８条）。

　　　精神的，物的双方の点で，夫婦相互の尊重や扶養の義務について条文が増えたのが

特徴的である。

　　　権利行使期間は行為の時から３ヶ月である（９２条）。

　　⑶　第３章：離婚（Provisions Relating to Divorce）

　　　離婚はいつでも双方の同意により可能である（９３条）が，他方の同意なしに離婚

できる事由は，夫の場合（９４条）と妻の場合（９５条）が別個の条文で規定されて

いる。双方に共通の事由として，同意のない３年以上の継続した別居（Parition を得

た後及び法の根拠のある場合を除く。），扶養懈怠または追い出し，重大な身体的・精

6 Partition は第１０章を参照。以下同じ。
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神的侵害を及ぼした場合，そして不貞行為がある（ただし，不貞行為は夫の場合のみ

相手が「他の女性」，妻の場合は相手の性別に制限がない。理由は分からない。）。妻

の場合のみ，夫が重婚した場合（９５条（d）），妻を強姦した場合（９５条（f））が

離婚事由となる。

　　　離婚について裁判所への提訴（９６条），裁判所の調停（９７条），不調による離婚

の効力発生（９８条）という手続の流れも民法で整理されている。

　　　離婚の際の財産（Partition）の整理に関する規定も整備された（９９～１０３条）。

離婚の局面では日本でいうところの財産分与の機能を果たすことになるが，この

Partition はネパール独特の概念であり後述する7。なお，Partition を受け取れなかった

場合，妻の離婚後の生活を考慮して，夫の収入に応じた maintenance cost の支払が認

められる場合がある（１０１条）。

　　　権利行使期間は対象の行為時またはそれを知った時から３ヶ月である（１０４条）。

　　⑷　第４章：親子関係（Provisions Relating to Relationship of Parents and Children）

　　　親子関係に関する規定も整備された。母子関係は子の出生により成立し，その夫が

父親と推定される（１０５条）。反証がない限り，婚姻から１８０日以降，夫の死亡

または離婚から２７０日以内に生まれた子はその母の夫の子と推定される（１０６条）

が，１８０日が経過しない場合は否定し得る（１０７条）。親子関係が確定されてい

ない場合は確定が必要となるが（１０８条），紛争は裁判所が処理する（１１０条）。

　　　人工授精の場合に関する規定（１０９条）が新たに規定された他，子の名前と苗字

（１１１条），公的な場合に使う両親及び祖父母の名前に関する規定（１１２条）が

整備された。

　　　子が出生したときは３ヶ月以内に登録をしなければならない（１１３条）。

　　　父母は共同で子の監護をしなければならない（１１４条）が，婚姻関係が解消され

た場合の扱いについての詳細な規定が整備され（１１５～１１７条），子の側から見

た権利規定も新設されている（１１８条）。また父母との同居に関する規定（１１９条），

子が親を尊重し扶養する義務についても規定が設けられた（１２２条）。

　　　権利行使期間は特に定めがある場合を除き行為の時から６ヶ月である（１２３条）。

　　⑸　第５章：親権（Provisions Relating to Maternal and Paternal Authority）

　　　親権の章の条文は全て新設されたものである。

　　　子は父母の監督下に置かれ（１２４条），父母は同意に基づき共同して親権を行使

するが，一方の死亡等どちらかが親権を行使できないケースについても整理された（１

２５条）。

　　　生活に必要な衣食，教育，愛情，健康管理，スポーツや娯楽の提供等，親権行使の

具体的な内容を列挙してあるのも特徴的である（１２６条）。また子らは平等であり

差別してはならず（１２７条），子にハンディキャップや障害がある時は特別のケア

7 第１０章
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をしなければならない（１２８条）。子の躾についての権限も規定されている（１２

９条）。この権限は教師に移譲される場合がある（１３０条）。後見人，保佐人による

権限行使についての規定も設けられた（１３１条）。

　　　親権者が子に不利益を与える等により裁判所によって親権が制限・停止される事由

についても規定がある（１３２，１３３条）。権利行使期間は行為の時から６ヶ月で

ある（１３４条）。

　　⑹　第６章：後見（Provisions Relating to Guardianship）

　　　後見の規定は Muluki Ain にも一部存在したが，ほぼ全てが新しく整備されたもの

と言ってよい。

　　　後見人は行為能力がないかそれに準ずる状態にある者に対して付され（１３５条），

親族の中から後見人となるべき者の順位が定められている（１３６条）が，裁判所が

それ以外の者の就任を認める場合もある（１３７，１３９条）。後見監督人を置くこ

ともできる（１４０条）。また子どもが福祉施設等の機関にいる場合は，その機関が

後見人となる（１３８条）。

　　　後見人の欠格事由として，行為能力がないかそれに準ずる者（１４１条（a）），被

後見人になるべき者と利益が相反する行為をした者（同条（b）），３年以上の自由刑

に処せられた者（同条（c）），裁判所に資格なしとされた者（同条（d））が挙げられ

ている。

　　　後見人はその業務として，被後見人に対しその者の財産をもって（できない場合は

後見人自身の財産をもって。ただし後に回収できる。１５０条）健康管理や教育，娯

楽等を提供する（１４２条１項）。後見費用は原則として被後見人の動産をもって充

てるが，それができない場合は裁判所の許可で被後見人の不動産を換価することがで

きる（同条２項）。被後見人の財産を守り管理することも後見業務であるが，財産の

運用も可能である（１４３条）。その他，後見の記録の作成義務（１４４条），被後見

人のために訴訟提起する権限（１４５条），被後見人のための代理（１４６条），特定

された条件下での後見人の業務の制限（１４７条）が定められた。

　　　後見は，裁判所が辞任の申立てを認めた場合（１４８条１項（a）），後見人か被後

見人が死亡した場合（同条項（b），後見人の地位は相続されない（１４９条）），被後

見人が能力を回復した場合（同条項（c）），被後見人自身の申立てを裁判所が認めた

場合（同条項（d））に終了するが，後見人は（死亡の場合でなければ），次の後見人

が就任するまでは被後見人をケアしなければならない（同条２項）。なお，後見人が

被後見人に損害を与えた場合の賠償責任も規定されている（１５１条）。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（１５２条）。

　　⑺　第７章：保佐（Provisions Relating to Curatorship）

　　　保佐の規定は全て新設されたものであるが，後見の規定の準用がある（１６７条）。

　　　未成年者（１５３条），または精神的な能力がない成年者が後見人を持たない場合（１

５４条），保佐人を置くことができる。保佐人は裁判所から証明を受けられる（１６
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６条）。

　　　保佐人となるべき者として，１０歳未満の子の父親が死亡ないし不在の場合の母親

（１５５条），法人の保護下にいる場合の当該機関（１５６条）の他，裁判所が指名

する場合（１５７条）が定められた。後見人の不適格者は保佐人にもなることができ

ない（１５８，１４１条）。

　　　保佐人は被保佐人の財産を管理する他，生活の維持や教育，医療についてもケアし

なければならない（１５９，１６２条）。保佐にかかる費用は被保佐人の財産をもっ

て充てるが（１６０条），動産・不動産の換価に関する規律は後見の場合と同様であ

る（１６１条）。保佐人が被保佐人に損害を与えた場合の賠償責任の規定もある（１

６２条２項，３項）。また不当な動機をもって被保佐人の不動産を保佐人自身または

その家族に移転しても原則として無効である（１６３条）。

　　　被保佐人が未成年者の場合はその者が１８歳に達した場合（１６４条１項（a）），

父母の一方または双方が監護する場合（同条項（c）），精神的な能力のない者の場合

はその能力を回復した場合（同条項（b）），裁判所が後見人を指名した場合（同条項（d）），

裁判所に解任された場合（同条項（e）），資格がない場合（同条項（f）），保佐人また

は被保佐人が死亡した場合（同条項（g））は，保佐が終了する。

　　　また財産管理が不可能な場合は代理の管理者を定めることができる（１６６条）。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（１６８条）。

　　⑻　第８章：養子縁組（Provisions Relating to Adoption）

　　　養子縁組の制度は元々存在しているが，やはり大幅に改正された。

　　　対象となる子の最善の権利・利益を保護する形で養子として迎え入れることで養子

縁組ができる（１６９，１７０条）。

　　　原則として息子を持つ者は男子を養子とできず，娘を持つ者は女子を養子にできな

い（１７１条１項）。これは Muluki Ain 下の制度の踏襲である8。ただし，法的な別居

（judicial separation）によって子と別居している者は養子を迎えることができる（同

条２項）。同条項には，法的な別居（judicial separation）の定義について Explanation

が設けられており，「裁判所の命令で Partitionを得るか，法に基づいて別居しているか，

separation of bread and board9後に別居している状況」とされる。また実子がいる者も，

子の養育に必要な能力や資力があることを証明することで裁判所が養子縁組を認める

ことがある（同条３項）。

　　　養親となる条件（１７２条）として，婚姻から１０年以上子がいない場合（同条１

項（a）），配偶者がおらず（法的な別居含む。），息子または娘がいない４５歳以上の

8 その他の養親の条件（１７２条）を見ても，ネパールの養子縁組制度は養子を迎え入れたい養親側
のためという意味合いが強いように見える。
9 separation of bread and board は，離婚や Partition が未了であるが，別居の上自活をする状態を指すよ
うである。家族共同財産及び Partition の概念と関連し，本条の他に Partition に関する２２０条と国際
私法に関する７０５条にも登場する。
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者の場合（同条１項（b），（c））が挙げられているが，精神的な能力のない者（同条

２項（a）），道徳に関わる罪で有罪となった者（同条項（b）），子を養育する経済的能

力のない者（同条項（c））は養親となれない。

　　　１７３条には，養子となり得ない場合として，１４歳以上の者（同条１項（a），た

だし３親等内の場合または前夫ないし前妻の子の場合は除く，同条２項），一人っ子

の場合（同条１項（b）），過去に有効に養子となったことがある者（同条項（c）），尊

属（同条項（d）），ネパール国民でない場合（同条項（e））が挙げられている。

　　　なお，３親等内の場合を除き，養親子間の年齢は２５歳以上離れていなければなら

ない（１７４条）。

　　　養子縁組には実親との間で書面による同意が必要となる（１７５条）。また養子縁

組の効力と夫婦の同居との関係（１７６条），養子縁組の際の裁判手続に関する規定

がある（１７７条）。

　　　養子縁組により，養子は実子と同じ権利を得る（１７８条）。養子は実親，養親，

いずれの苗字を使うこともできる（１７９条）。

　　　養子は，原則として実親に対して Partition を請求できない（１８０条）。

　　　養親の義務（１８１条），養子の義務（１８２条）はいずれも実親子に準じたもの

といえるが，養親は養子に対し，実親の能力の下で受けられたものと同等の監護を施

す必要がある。また，実親との面会の機会を提供することが求められる（１８３条）

のは特徴的である。

　　　養親子の要件を満たさない場合，養子縁組は無効となる（１８４条）。また，養親

がその義務を果たさない場合，養子がその義務を果たさない場合等もその効力は否定

される（１８５条）。養子縁組の効力が解消された場合，養親子間の権利義務関係も

また解消されるが，子が既に得た権利義務に影響はない（１８６条）。

　　　権利行使期間は行為の時から１年である（１８７条）。

　　⑼　第９章：国際養子縁組（Provisions Relating to Inter－country Adoption）

　　　国際養子縁組とは，外国人がネパール人の子またはネパール在住の外国人を養子に

する場合である（１８８条）。この章の条文もほぼ新設された規定である。

　　　通常の養子縁組の条文も準用されるものの（２０３条），独立した章を設けて特別

な規制を敷いているのは，人身取引の防止を念頭に置いたものである10。

　　　外国人がネパールの未成年者を養子にしようとする場合は，ネパール政府の許可が

必要となるが，許可を得ることができるのは，ネパール政府が認めた国の国民だけで

あり（１８９条），かつ子の利益及び人権保護の観点から妥当と認められた場合のみ

である（１９０条）。

　　　養子となり得る者の資格（１９１条）として，子の保護施設に６ヶ月以上いる，庇

護下にない孤児（同条（a））及び親の意思で施設に委ねられた子（同条（b））が規定

10 むろん人身売買自体は法で禁止されている（Human Trafficking Act）が，養子縁組をその潜脱手段に
用いることを避ける趣旨であろう。
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されている。

　　　養親となり得る者の資格（１９２条）は，前述の１８９，１９０条に加えて，婚姻

後１０年間子がいない夫婦（同条１項（a）），４５歳から５５歳までの者で配偶者が

おらず（別居含む。），息子または娘がいない場合（同条項（b），（c））である。ただし，

通常の養子縁組の場合同様の欠格事由がある（同条２項）

　　　国際養子の手続は，Inter－country Adoption Board という特別の機関が担当する（１

９３条）。養子縁組の申請には申請者の各種証明書の他，自国政府発行のレター等の

提出が求められた上，selection committee の推薦を得なければならず，厳格な規制が

かけられている（１９４～１９７，１９９条）。また，特別な保護が必要な子に関す

る特則（１９８条）もある。

　　　養子縁組後も，養親は子の監護についてのネパール政府への報告義務がある他 （２

００条），Inter－country Adoption Board による監視の規定も設けられている（２０１

条）。国際養子縁組の無効を巡っては関係国での提訴も可能である（２０２条）。

　　　権利行使期間は特別な規定がない限り行為の時から１年である（２０４条）。

　　⑽　第１０章：Partition（Provisions Relating to Partition）

　　　「Partition」は家族の共同財産の分割に関する章であるが，本稿であえて英訳のま

ま表記したのは，同等の制度が日本に存在しないためである。この制度は Mululi Ain

下のものがそのまま引き継がれたが，改正が加えられている。

　　　家族間であっても原則的に私有財産が個人に属する日本と異なり（共有形態にする

ことはできるが），ネパールには家族全体の共同財産という概念があり，処分・利用

に制約がかかる11。この家族共同財産の分割が「Partition」である。このような概念で

あることを前提に，この章では以下便宜的に持分の分割行為を単に「分割」と表記する。

　　　家族の共同財産に対しては，夫，妻，父，母，息子や娘（婚姻無効ないし解消後含

む。），いずれの立場であっても同等の持分を有する（また胎児にも死産とならなけれ

ば分割される。２０５～２０７条）。父が不明な場合（２０８条），同居する兄弟の妻・

子の持分（２０９条），妻が複数の場合の持分（２１０条）についても規定されている。

　　　持分を有する者（夫，妻，父，母，息子，娘）は相互に扶養し，親は子を監護養育

するとされ（２１１条），家族共同財産制度は家族間の扶養と深い関係があることが

分かる。

　　　このような家族共同財産の分割請求ができる場合として，全員の同意がある場合（２

１２条）の他，家族共同財産の性質上，家族関係の解体・清算を伴う場合が定められ

ている。夫または妻が追放されたり，身体的・精神的な侵害を受けた場合（２１３条），

また寡婦について（２１４条）規定されている。２１５条には持分を放棄する場合に

ついて定められている。

　　　家族共同財産の分割は書面をもって行われる必要がある（２１６～２１８条）。分

11 家族共同財産はヒンドゥでは伝統的な制度とされる。
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割が効力を発生する前には原則として持分の処分ができない（２１９条）。

　　　持分権者は裁判所に財産目録を提出して分割請求ができる（２２０～２２５条）。

　　　その他，財産の隠匿による持分喪失（２２６条），分割した財産に瑕疵があった場

合の補償（２２７条），分割後の同意のない交換の禁止（２２８条），担保ないし抵当

に供された財産の分割（２２９条），分割終了までの共同財産を巡る処理の保留（２

３０条），囲繞地の場合（２３１条），家族の１人の負担する債務の扱い（２３２条），

持分権者以外の者による提訴の場合の損害賠償（２３３条），分割による金員ないし

費用の支払の場合（２３４条），本法施行前の分割の効力（２３６条）についての規

定がある12。

　　　なお，権利行使期間は場面に応じて定められている（２３５条）。

　　　さて，草案段階では，この Partition の次の章は，ネパールで初めて導入が試みら

れた遺言（Provisions relating to Will）であった。同草案の２５６条では，遺言の章が

施行されることで Partition の章の条項の効力が失われることが予定されていた。

　　　しかし，一応平等な持分が認められる家族共同財産の Partition が遺言制度にとっ

て代わられることで，経済的な不公平が生じるとの反対意見が根強く13，最終的に遺

言の章が削られる形で新民法が成立した。従って，当面は Partition の制度が存続す

ることになる。

　　⑾　第１１章：相続（Provisions Relating to Succession）

　　　相続の条文は旧法の改正が中心である。人の死亡により発生し（２３７条），相続

人の資格を有する者（２３８条）がその順位（２３９条）に従い相続する。相続権な

いし順位については被相続人の面倒をみたかどうかで変動があり得るのが特徴的であ

る（２４０～２４３条）14。

　　　その他，相続放棄（２４４条），相続欠格（２４５条），葬式や債務の処理等に関す

る相続人の権利義務（２４６，２４７条），地方機関が遺産を受け継ぐ場合（２４８条），

外国人の遺産（２４９条）について定められている。

　　　権利行使期間は特別な規定がある場合を除き相続開始から３年である（２５０条）。

　５　Part－４：財産法（Law Relating to Property）

　　財産法は，財産（権）に関する一般規定（General Provisions Relating to Property），所

有権及び占有権（Provisions Relating to Ownership and Possession），財産の使用（Provisions 

Relating to Use of Property），土地の耕作，使用及び登記（Provisions Relating to Cultivation, 

12 細かい規定が設けられているが，元々 Partition 絡みの紛争はネパールでの係争のかなりの部分を占
めている。
13 遺言者が男子（長男）にその財産を遺贈してしまうことで不公平が生じるとの懸念が，女性団体や
野党（当時）から出された。
14 我が国における寄与分制度と同趣旨だが，同居があったか，扶養の事実があったか，といった事実
関係により，相続の順序，ひいては相続人の地位すら認められるのは，原則的に相続人の地位を画一
的に扱う我が国の民法とは異なる。
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Possession and Registration of Land），政府財産，公共財産及びコミュニティ財産（Provisions 

Relating to Government, Public and Community Property），信託（Provisions Relating to 

Trusts），用益権（Provisions Relating to Usufruct），役権（Provisions Relating to Servitudes），

建物賃貸借（Provisions Relating to House Rent），寄付及び贈与（Provisions Relating to Gift 

and Donation），財産の移転及び取得（Provisions Relating to Transfer and Acquisition of 

Property），不動産抵当（Provisions Relating to Mortgage of Immovable Property），不動産の

先買（Provisions Relating to Pre－emption of Immovable Property），権原証書の登記（Provisions 

Relating to Registration of Deeds），取引（Provisions Relating to Transactions）の全１５章

からなる。

　　⑴　第１章：財産（権）に関する一般規定（General Provisions Relating to Property）

　　　第１章では，財産たり得るものとその種類が規定されている。cash，goods といっ

た有体物の他に works も財産とされている（２５１条）。

　　　財産は可動性により動産と不動産に分けられ（２５２条），不動産は土地建物（２

５３条１項（a））の他にこれらに接着した物（同条項（b）），埋蔵された鉱物（同条

項（c）），地表ないし地下水（同条項（d）），水上に浮かぶ永続的な構築物（同条項（e）），

立木ないし果樹及びその果実・花，地表の作物（同条項（f）），不動産に接着した動

産（同条項（g））が含まれる。

　　　動産は現金や物（２５４条１項（a）），金・銀・宝石類（同条項（b）），その他可動

性のある物（同条項（c））の他，債券・有価証券・小切手類（同条項（d）），知的財

産（同条項（e）），担保権（同条項（f）），営業権やフランチャイズ（同条項（g））が

挙げられた上，その他不動産以外の物（同条項（h））とされる。

　　　財産は，その所有形態によっても分類される。単独所有財産，家族共同財産，共有

財産，コミュニティ財産，公共財産，政府財産，信託財産である （２５５条）。

　　　単独所有財産は，たとえばその知識・技術や努力によって得られた物（２５６条１

項（a））といった形で取得経緯が列挙されている。特に女性が婚姻前に得た財産（同

条項（g））や夫等から同意の上で得た財産（同条項（h））が明記されているのは，婚

姻した女性の財産が取り上げられることを防ぎその権利を保護する趣旨であろう。

　　　家族共同財産は相続財産や共同相続人の取得した個人財産以外の財産等で構成され

る（２５７条）15。

　　　共有財産は家族共同財産以外の，複数人が共同して所有する財産である（２５８条）。

境界にある樹木や植物，他の物も共有とみなされる（２５９条）。共有財産の維持管

理（２６０条），同意のない変更の禁止（２６１条），共有物保護のための各共有者に

よる法的措置（２６２条），共有物の分割（２６３条）の規定があるのは我が国と同

じである。

　　　コミュニティ財産，公共財産，政府財産，信託財産の詳細はそれぞれ第５章，第６

15 Partition の章参照。
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章に規定されている（２６４条）。

　　　この章に関する権利行使期間は行為から６ヶ月である（２６５条）。

　　⑵　第２章：所有権及び占有権（Provisions Relating to Ownership and Possession）

　　　新設された章である。

　　　所有権の取得（２６６条）と，その権限（使用，処分権限等。２６７条）とともに，

占有権の取得（２６８～２７０条）と，その権限（占有権限，利用権限。２７１条），

占有権の喪失（２７２条）といった基本的な条文が整理された。ここに Adverse 

possessory right（反対占有権）制度が定められている。これは他人の所有する動産を

３年，不動産なら３０年間占有することで取得できる占有権である（２７３条）16。政

府財産や公共財産，コミュニティ財産は対象とならず，所有者に秘匿されたままの占

有や強制的な占有の場合も成立しない。

　　　なお，強取ないし悪意による占有取得をした場合は利益の返還や賠償をしなければ

ならない（２７４条）。

　　　権利行使期間は行為を知ってから３ヶ月である（２７５条）。

　　⑶　第３章：財産の使用（Provisions Relating to Use of Property）

　　　所有権・占有権の効力を規定した前章に続き，この章では財産を使用するにあたっ

ての他者との調整が規定されている。

　　　他者の財産権侵害を禁止する一般的規定に始まり（２７６，２７７条），相隣関係

の規定として２７８，２７９条，建物の窓の設置に関する２８０条，屋上からの流水

の制限（２８１条），タンクの設置の関する制約（２８２条），井戸を掘る際の隣地と

の距離（１m 以上。２８３条），植物による隣地の侵害に関する規定（２８４条），

賠償に関する規定（２８５条）がある。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（２８６条）。

　　⑷　第４章：土地の耕作，使用及び登記（Provisions Relating to Cultivation, Possession 

and Registration of Land）

　　　新設された条文はないが，いずれも旧法が改正されている。

　　　原則として他者の土地を耕作に用いてはならないが（２８７条），水路として利用

する場合の規律が設けてある（２８８～２９５条）。

　　　その他，他人の土地の登記の禁止 （２９６条），登記事項の変更（２９７条）の規

定がある。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（２９８条）。

　　⑸　第５章：政府財産，公共財産及びコミュニティ財産（Provisions Relating to Government, 

Public and Community Property）

　　　私有財産とは毛色の異なる特殊な財産に関する章である。

　　　政府財産 （２９９条）は，政府の所有ないし管理下にある，政府の不動産（同条（a）），

16 期間経過により占有権，ひいては所有権を取得できる，いわゆる取得時効の制度である。
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道路や線路（同条（b）），森林や樹木等（同条（c）），河川や湖沼等とその岸（同条（d）），

運河な水路，未開墾地等（同条（e）），鉱山や鉱物（同条（f）），ヒマラヤ，山脈，岩

や砂地等（同条（g）），その他公共財産，コミュニティ財産，信託財産，個人財産に

含まれない物（同条（h））とされる。

　　　公共財産 （３００条）は，公共の目的のための，不動産や下水施設や古くから利用

に供されている道路（同条（a）），井戸や水路，海岸や池とその岸（同条（b）），家畜

のための土地や墓地等（同条（c）），公共の休息所，宗教関係の施設（同条（d）），祭

や市場等に使用される土地（同条（e）），公共の目的のために供された個人財産（同

条（f）），その他公共財産として官報に記載された財産（同条（g））である。

　　　コミュニティ財産（３０１条）は，コミュニティの利用に供されている不動産及び

その他の財産である。

　　　これらの財産はもちろん個人が自由に利用・処分できる性質のものではない。登録，

管理，個人による取得・占有・耕作・建築の制限，処分（３０２～３０９条）が規定

されている。

　　　これらの財産の登録について争いある場合の規定が新設された（３１０，３１１条）。

また government attorney は，政府ないし公共財産に不利な影響を及ぼすあらゆる決定

に対して法的措置を採ることができる（３１２条）。

　　　権利行使期間は，３０５～３０７条の場合はいつでも，その他の場合は行為の時か

ら６ヶ月である（３１３条）。

　　⑹　第６章：信託（Provisions Relating to Trusts）

　　　信託の章の条文数（全３８条）は新民法の全ての章の中で一番多いが，ほとんどは

旧法の改正である。

　　　信託は，ある者が権限（所有権，占有権）を有する財産につき，受益者の利益のた

めに他者に管理・運用を任せる制度である（３１４条）。公的ないし私的な信託があ

り（３１５条），申請書の作成が要件となる（３１６条）他，信託文書への記載事項（３

１７条），登記（３１８，３１９条）の定めがある。

　　　信託が行われた際は３ヶ月以内にその財産を受託者に移転しなければならず（３２０

条），さもなくば登記は効力を失う（３２１条）。

　　　受託者については，その権限と義務（３２２，３２３，３３１～３３７，３４１，

３４２条），受託者の指名（３２４条），欠格（３２５条），人数（３２６条），法人が

受託者になること（３２７条），受託者不在の場合の処理（３２８，３３０条），受託

者の相続人による受継（３２９条），特別な状況での受託者の行為（３３１条），信託

に対する違反（３３８条），証書の保存（３３９条）の定めがある。また受託者は信

託財産のために費消した財産の償還を請求できる（３４０条）。

　　　その他，信託財産の移転指示（３４３条），受益者の受益放棄（３４６条），信託財

産の名義（３４５条），信託の目的変更（３４６条），信託財産が受託者の課税対象財

産とならないこと（３４７条），信託の無効の結果（３４８条），登記官の決定に異議
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のある場合の高裁への提訴（３４９条），他の信託との関係（３５０条）に関する規

定がある。

　　　権利行使期間は，場合に応じて定められている（３５１条）。

　　⑺　第７章：用益権（Provisions Relating to Usufruct）

　　　用益権（usufruct）は，新民法で新たに導入された。

　　　ある者が権限を有する財産につき，無償で他者にその財産から収益，便益等を享受

する権限を与えるものである（３５２条，ただし財産に一部例外あり。３５６条）17。

　　　契約によって成立し，不動産の場合は証書の作成が求められる（３５３，３５４条）。

用益権者は，その財産があたかも自身に属するかのように，収益，便益等を享受でき

る（３５５条１項，共有や Patrition の場合につき同条２項３項）。当該財産や享受す

る利益の保護のための提訴権限もある（同条４項）。賃貸借に供することも担保に入

れることもできる（３５８条）。

　　　用益権者は，所有者の事前の同意なく，その財産の本質を変更したり破壊したりで

きない（３５７条）し，自己の物に対すると同一の注意をもって管理しなければなら

ず（３５９条），その財産を毀損してはならない（３６０条）。当該財産にかかる税金

も負担する（３６１条）。

　　　用益権者は，何人かが当該財産を侵害したり何らかの権利を主張した際には，その

時から１５日以内に所有者に通知しなければならない（３６２条）。用益権の存続期

間は原則としてその合意内容によるが（３６３条１項），期限の定めがない場合，用

益権者が自然人であればその死亡もしくは用益権が効力を有してから４９年の経過の

うちどちらかが早く到来した時点（３６３条２項（a）），用益権者が法人の場合はそ

の解散もしくは用益権が効力を有してから２９年の経過のうちどちらかが早く到来し

た時点（３６３条２項（b））までとなる。ただし，用益権者が当該財産を傷つけたり，

目的と異なる利用をしている場合，契約は取り消しうる（３６４条）。

　　　用益権者に当該財産を利用する意思がなくなれば，少なくとも４５日前に予告した

上でいつでも所有者にこれを返還できる（３６５条）。用益権は，３６３条の期限が

訪れた場合（３６６条１項（a）），同条項により用益権の合意が取り消された場合（３

６６条１項（b）），同条項により当該財産が返還された場合（３６６条１項（c）），合

理的な理由なく用益権の効力発生から６ヶ月間利益が得られなかった場合（同条項

（d）），特定の目的のために用益権を得てその目的を達した場合（同条項（e）），用益

権の目的である財産が適法に用益権者に移転した場合（同条項（f）），用益権の目的

である財産が滅失した場合（同条項（g））に消滅する。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（３６７条）。

　　⑻　第８章：役権（Provisions Relating to Servitudes）

　　　役権（servitude）も，新民法で新たに導入された制度である。

17 コンセプトとしては日本でいう使用貸借に近いように思われる。
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　　　不動産所有者が，他者の所有する不動産またはその一部を利用するという制度であ

り，契約のみならず，その不動産が存在する場所の性質，古くからの慣習によって発

生する（３６８，３６９条）18。

　　　通路や家畜用牧草地，水路，墓地，寺院，病院等（これらの例につき３７１条），

現に社会的にある土地利用関係について法整備がされたものと思われる。

　　　また，法定の役権についてかなり細かい規定が設けられている。災害時の隣家や通

路の利用権（３７２，３７３条）について定められており，関連して通路や出口のな

い不動産の売買が制限されている（３７４条）。水利や電気や電話の利用に不可欠な

場合も隣地について利用権があり（３７５条），他にも自己の財産から４メートル以

内の河川部分について（３７６条）役権が認められる。一方で，ダムや貯水池が作ら

れたときは，関係する土地所有者は公的に使用できる通路・出入口を提供する必要が

ある（３７７条）。なお不動産所有者はその不動産から流れ出る雨水を管理しなけれ

ばならない（３７８条）。また流水，河川，池の水の利用（３７９条），農牧地への人

と家畜の移動に必要な場合の通行権（３８０条）についても定めがある。こうした法

定の役権の行使によって他者の財産に損害を与えた場合は賠償をしなければならない

（３８１条）。

　　　役権は特別の定めのない限り，当該不動産の所有権が移転したり分割されても，原

則として存続する（３７０条１項２項）。

　　　権利行使期間は行為を知ってから６ヶ月である（３８２条）。

　　⑼　第９章：建物賃貸借（Provisions Relating to House Rent）

　　　建物賃貸借に関する規定は，一般的な賃貸借契約の章（契約法１２章）と別建てで

財産権のパートに設けられている。この章の規定はいずれも旧法の改正である。

　　　権限のある者が，他者にその使用のため，一定の期間建物を貸すというのが建物賃

貸借であるが（３８３条），安全性の確保されていない建物を貸すことはできない（３

８４条）。

　　　存続期間は最長５年とされるが，合意により更新可能である（３８５条）。

　　　建物賃貸借をするにあたって明確にしなければならない事項が列挙されている（３

８６条）他，貸主は当該建物の瑕疵等を明示し（３８７条），家財の一覧を準備しな

ければならない（３８８条）。

　　　貸主は借主に法と合意に基づいて建物を使用させ（３８９条（a）），契約に別途定

めがない限り借主の求めに応じて水道光熱，下水設備の提供をし（同条（b）），借主

を危険や他の居住者による侵害から保護し（同条（c）），その他契約の定めを遵守し

なければならない（同条（d））。別段の定めがなければ税金の支払は貸主の負担であ

るが（３９２条１項），貸主が支払えなかったときは借主が支払い（同条２項），その

金額を支払うべき賃料から差し引くことができる（同条３項）。

18 日本でいうところの地役権に相当するといえる。
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　　　借主は貸主に対し定められた期限内の賃料支払義務を負い（３９０条（a）），下水

施設を維持管理し，建物を自己の所有物と同様に管理しなければならず（同条（b）），

他の居住者に危害を及ぼすようなことをしてはならない（同条（c））他，契約の定め

を遵守しなければならない（同条（d））。賃料支払は約定に従った方法でなされる必

要がある（３９１条）。また業務目的での建物賃貸借の場合，借主は保険をかけるこ

とが求められる（３９３条）。別段の定めがなければ建物の修理・維持は借主の責任

である（３９４条）が，これは日本の民法とは異なる特徴といえる。転貸は合意があ

る場合にのみ可能である（３９５条）。借主は同意なく建物の構造に変更を加えるこ

とができず（３９６，３９８条），契約に反する使用をすることもできない（３９７条）。

貸主は，事前に通知した上で建物を検査することができる（３９９条）。

　　　借主は，賃主が義務の履行を怠った場合や，自らが賃貸借の目的を果たした後（少

なくとも３５日前の予告が必要）は，期限前であっても建物賃貸借の終了を主張でき

る（４００条）。

　　　一方で，貸主は，借主が義務の履行を怠った場合や，自身が建物を使用したい場合

（少なくとも３５日前の予告が必要）等は，借主に立ち退きを請求できる（４０１条）19。

　　　期限到来に加え，上記の借主・貸主それぞれの側の終了事由，両者の合意があった

場合，建物賃貸借は終了する（４０２条）。

　　　その他，借主が明け渡す場合の家財の引渡し（４０３条），借主が賃料不払のまま３ヶ

月以上行方が知れない場合の貸主による公的機関への届出等の処理（４０４条）につ

いての定めがある。

　　　権利行使期間は行為の時から６ヶ月である（４０５条）。

　　⑽　第１０章：寄付及び贈与（Provisions Relating to Gift and Donation）

　　　いずれも旧法の改正である。

　　　寄付は，宗教的，社会的，公的あるいはコミュニティの利益のための財産の譲渡で

あり（４０６条１項），贈与は，何らかの報酬として，あるいは見返りに対する利益，

家族の愛情による財産の譲渡とされる（同条２項）。寄付・贈与は，即時ないし一定

期間経過後，または寄付者ないし贈与者の死亡により効果が発生するが（同条３項），

死因寄付・贈与は testament20によるものとなる（同条４項）。

　　　寄付は，特定の目的のために書面上の宣言または当該目的のために組織された公的

機関で公にされて行う（４０７条）。

　　　寄付・贈与の無効（４０８条），取消事由（４０９条）が生じる場合が列挙されて

いる他，証書による贈与の変更・無効（４１０条），受贈者が贈与者に対して犯罪を行っ

た場合に受領できなくなること（４１１条）についての規定がある。

19 本法は全体的に借主より貸主に強い権限を認めており，我が国の民法（及び借地借家法）とは異な
る設計がされている。貸主が自らの使用のために簡易な方法で建物賃貸借契約を終了させられる４０１
条は象徴的である。
20 遺言制度がないので，法的な意味での遺言書とは異なる種類の文書ということになる。
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　　　権利行使期間は場合に応じて定められている（４１２条）。

　　⑾　第１１章：財産の移転及び取得（Provisions Relating to Transfer and Acquisition of 

Property）

　　　この章の規定は，新設されたものと旧法が改正されたものが混在する。

　　　財産に対する権限（所有権）を有する者（４１４条）が，その財産を売るか，寄付

するか，贈与するか，その他の移転行為をしたとき財産権が移転し（４１３条），別

段の約束がなければ移転により権限は消滅する（４１６条）。個人所有財産の移転に

は何人の同意も不要である（４１７条）。代理人による移転行為も可能であり（４２５，

４２７条），法人による不動産移転行為についても規定された（４２６条）。

　　　また後見人や保佐人の章が整備されたことで，その財産譲渡・受領権限が明らかに

された（４１５，４２８条）。ただし，後見人や保佐人は被後見人・被保佐人の財産

を寄付・贈与できない（４２３条）。

　　　共有物の譲渡は原則として全共有者の同意の下でされるが，持分譲渡についてはこ

の限りでない（４１８条）。家族共同財産はより制限されており，持分権者全員の書

面での同意がなければ移転できない（４１９条）が，世帯主が必要に応じた処分がで

きるとの例外がある（４２０条）。

　　　他人物の譲渡はできない（無効，４２１条）とされており，また二重譲渡もできな

い（４２２条）21。

　　　財産の移転行為の無効により損害を被った者は賠償請求ができる（４２４条）。

　　　遺贈にも適用され得る規定が残っているが（４２９条），遺言の章は削除されたため，

死因贈与のケースのみに適用されることとなろう。

　　　売主が不正確な説明をした等の場合を除き，買主は一旦購入した物の瑕疵や品質に

ついて責任追及ができない（４３０条）。

　　　財産の交換の規定もここにある（４３１条）。

　　　外国人への不動産の移転は制限され，原則として事前にネパール政府の許可が必要

となる（４３２，４３３条）。

　　　権利行使期間は個別の定めがなければ原則として行為を知った時から６ヶ月である

（４３４条）。

　　⑿　第１２章：不動産抵当（Provisions Relating to Mortgage of Immovable Property）

　　　不動産抵当については，旧法のままの規定と改正された規定がある。

　　　占有を伴う抵当権（Bhogbandaki）と非占有抵当権（Drishtibandhaki）があり（４３

５条２項），証書が要求される（４３６条）。占有を伴う抵当権（Bhogbandaki）の場

合は証書による効力発生後もしくは特定された日以降，非占有抵当権（Drishtibandhaki）

の場合は債務者の債務不履行が発生して２年以内に，抵当権者が占有を取得すること

になる（４３７条）。占有権は抵当権者が占有を取得し利益の享受を開始した時に移

21 静的安全を重視し他人物売買や二重譲渡を認めないのは我が国と異なる特徴である。なお後述のよ
うに二重抵当も設定できない。
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転する（４３８条）。

　　　Bhogbandaki と Drishtibandhaki の差異は占有の有無だけでない。前者は利息を得ら

れず，後者は利息を請求できる（４４１条）。前者の存続期間は証書に別段の定めが

なければ１０年であり（４４２条），後者は５年である（占有後は１０年，４４３条）。

　　　抵当権者は抵当不動産が自らの物であるかのように占有し，利益を享受できる（４

３９条）が，同時に自らの所有物であると同様に財産の保護管理をしなければならな

い（４４０条）。

　　　債務者は債務を弁済することでいつでも抵当不動産を取り戻すことができる（４４

４条）。

　　　第三者が債務者のために抵当権を設定することもできる（４４７条）。抵当不動産

は原則として不可分である（４４８条）。抵当権者は抵当不動産に損害が生じた場合

は賠償責任を負う（４４９条）。また，証書に記載された抵当不動産の占有開始後に

当該不動産が不適切である等を申し立てることはできない（４５０条）。

　　　抵当不動産自体の転抵当はできるし（４４５条），果実等の転抵当もできるが（４

４６条），二重抵当はできず（４５２条），政府の許可なく外国人を相手に抵当権を設

定することはできない（４５１条）。

　　　権利行使期間は個別の定めがなければ行為の時から１年である（４５３条）。

　　⒀　第１３章：不動産の先買（Provisions Relating to Pre－emption of Immovable Property）

　　　旧法の改正がされている。

　　　権利者（所有権と占有権を持つ者）が不動産を譲渡しようとする際に，一定の立場

にある者に対してこの不動産を買い取る権利が認められる場合がある（４５４条）。

　　　まず隣接する不動産を所有する相続人（４５５条）が，もし該当者がいないかその

者が先買権を行使しないときは，その不動産の賃借人に先買権が認められる（４５６

条）。

　　　複数のオーナーがいる建物の先買（４５７条），寄付・贈与との関係（４５８条），

先買の対象たり得ない場合（４５９条）が定められている他，先買の手続（４６０条）

と記録（４６１条）について整理されている。

　　　権利行使期間は個別の定めがなければ行為を知ってから３５日以内，証書の登記後

６ヶ月以内であるが，賃借人の場合は地主による先買の満期から３５日以内である（４

６２条）。

　　⒁　第１４章：権原証書の登記（Provisions Relating to Registration of Deeds）

　　　いずれも旧法の改正条文である。

　　　証書（deed）は，管轄の事務所で登記される必要がある（４６３条）。

　　　証書と登記が必要となるのは，不動産に関する権利の移転（４６４条１項（a）），

抵当権の設定，testament22による不動産の寄付・贈与（同条項（c）），不動産の交換（同

22 遺言制度がないので，遺贈ではなく死因贈与ないし寄付である。死因贈与を遺言類似の用途で利用
すること自体は伝統的にネパールでは珍しくない。
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条項（d）），Partition とその放棄（同条項（e）），世帯の分割（同条項（f）），信託の

設定（同条項（g）），月額賃料１０,０００ルピー以上の建物賃貸借（同条項（h）），

不動産の用益権（同条項（i）），その他民法やその他の法律で要求される場合（同条

項（j））であるが，それ以外の場面でも当事者の意思でなされることは禁止されてい

ない（４６５条）。

　　　この章は性質上，手続に関する条文が多く，証書の登記先（４６６，４６７条），

登記にかかる費用に関する規定（４６８～４７０条）が置かれている。

　　　その他，証書の登記に関連する処理（４７１条），複数の登記がなされた場合の処

理（先に登記された方が有効となる，４７２条）が定められている。

　　　権利行使期間は行為の時から６ヶ月であるが，証書の登記がされた場合は証書受領

から１年である（４７３条）。

　　⒂　第１５章：取引（Provisions Relating to Transactions）

　　　Transactions とあるが，いわゆる消費貸借である（４７４，４７５条）。基本的な部

分は旧法を引き継いでいる。

　　　証書によらなければならず（４７６条），氏名・住所・両親や祖父母・配偶者の名

前や取引の理由やその詳細等について証書に明らかにしなければならない（４７７

条）。利息を取るかどうかについても明記する必要がある（４７８，４７９条）が，

複利は取れない（４８０条）し，元本を上回る利息も取れない（４８１条）。返済（返

還）に際しての手順（４８２条），また裁判所が関与した場合の利息計算（４８３条）

について規定されている。個人間での証書のやり取りによる場合は原則１０年までと

され（４８４条），無能力者やそれに準ずるものによってなされた消費貸借は認めら

れない（４８５条）。その他，家族の共同財産（４８６条）や家族間の処理（４８７条），

裁判所の処理（４８８条），個人間での証書で不可抗力の事情が生じた場合（４８９条），

目的物の品質が不完全であった場合（４９０条），返還すべき物の品質（４９１条）

についても定められている。

　　　権利行使期間は場面に応じて定められている（４９２条）。

　６　Part－５：契約とその責任（Provisions Relating to Contracts and Other Liabilities）

　　契約法のパートは，Muluki Ain に加えて旧契約法を取り込みつつ改正されている。

　　債務に関する一般規定（General Provisions Relating to Obligations），契約の成立

（Provisions Relating to Formation of Contracts），契約の有効性（Validity of Contracts），契

約の履行（Provisions Relating to Performance of Contracts），契約違反及び救済（Provisions 

Relating to Breach of Contracts and Remedies），物品売買契約（Provisions Relating to 

Contracts of Sales of Goods），保証契約（Provisions Relating to Contracts of Guarantee），寄

託契約（Provisions Relating to Contracts of Bailment），担保または預託契約（Provisions 

Relating to Contracts of Pledge or Deposit），代理に関する契約（Provisions Relating to 

Contracts of Agency），貨物運送に関する契約（Provisions Relating to Contracts of Carriage 
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of Goods），賃貸借契約（Provisions Relating to Contracts of Lease），分割払い契約（買取

権付使用契約）（Provisions Relating to Hire－purchase Contracts），賃金（Provisions Relating 

to Wages），間接的契約または準契約（Provisions Relating to Indirect or Quasi－Contracts），

不当利得（Provisions Relating to Unjust Enrichment），不法行為（Provisions Relating to 

Torts），欠陥製品に対する責任（Provisions Relating to Liability for Defective Products）の

１８章からなる。

　　⑴　第１章：債務（General Provisions Relating to Obligations）

　　　債務（４９３条）の発生根拠として，法律の規定（４９４条１項（a）２項（a）），

契約（同条１項（b）２項（b）），準契約（同条１項（c）２項（c）），不当利得（同条

１項（d）２項（d）），義務を引き受ける単独行為（同条１項（e）２項（e）），不法行

為（同条１項（f）２項（f）），準不法行為（同条１項（g）２項（g））が挙げられて

いる。

　　　債務が履行されるべきこと及び債務者が死亡した場合の承継（４９５条），履行期

内の履行が求められること（４９６条），債務者複数の場合に各債務者が義務を負う

こと（４９７条）23，債務の可分性（４９８条），信義誠実に基づく履行（４９９条），

法に反する債務の履行が許されないこと（５０１条），不能な債務の履行義務がない

こと（５０２条）が規定されている。

　　　債務不履行の場合には損害賠償義務が発生する。履行不能ないし履行遅滞の場合は

実損害の賠償義務を負い（５００条１項），詐欺または故意・過失に基づく行為によ

る履行不能の場合も賠償義務を負う（同条２項）24。

　　　権利行使期間は原因となる行為の時から２年である（５０３条）。

　　⑵　第２章：契約の成立（Provisions Relating to Formation of Contracts）

　　　法に基づき，２人以上の者が一定の作為ないし不作為を内容とする合意（申込と承

諾からなる。）をすることで契約が成立し，当事者を拘束する（５０４条）。契約で拘

束される当事者の合意が明らかにされること（５０５条１項（a）），当事者に契約締

結能力ないし資格があること（同条項（b）），債務の発生に関する事項が明らかになっ

ていること（同条項（c）），適法な債務であること（同条項（d））が求められる。当

事者によって書面ないし口頭でなされるが，特別な要求がある場合はその手続によら

なければならない（同条２項，３項））。

　　　未成年者や意思能力25のない者は契約締結能力が認められないが，意思能力があっ

たりなかったりする者は，意思能力があるタイミングでのみ契約を締結できるとされ

る他，後見人・保佐人の契約締結能力，法人の契約締結能力についても規定されてい

る（５０６条）。契約当事者は契約内容を定めるにあたり自律性がなければならない（５

23 各債務者が対等に債務を負うとされており，連帯債務の規定はない。
24 前者は故意・過失を要件としていないように読め，後者は賠償範囲を実損害（actual loss or damage）
と制限していない。
25 条文上の表記は sound mind ，unsound mind であるが，ここでは必ずしも厳密に我が国の講学上の意
思能力・意思無能力と同義で使用しているわけではないことに留意されたい。
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０７条）。

　　　申込は被申込者が知ることで成立し，承諾は承諾が申込者の下に届くか，申込者が

承諾の事実を知ることで成立する（５０８条）。申込は撤回通知により撤回できるが，

この撤回通知が被申込者に届く前に承諾されてしまうと撤回は効力を生じない（５０

９条１項）。同様に承諾も撤回通知により撤回できるが，承諾到達後は効力を生じな

い（同条２項）。一旦申込を拒絶しても，その到達前であれば改めて承諾できる（同

条３項）。①申込とその撤回，②承諾とその撤回，③拒絶と再承諾がそれぞれ同時に

相手方に到達した場合，契約は成立しない（同条４項）。承諾者が申込に条件を付し

または変更を加えて承諾した場合は新たな申込とみなされる（同条５項）。その他，

申込者が定めた承諾期限内に，期限の定めがなければ合理的期間内に承諾を受領でき

なかった場合（５１０条（a），（b）），申込者が承諾受領前に死亡ないし精神異常となっ

た場合（同条（c）），承諾者が承諾後かつ申込者の承諾受領前に死亡ないし精神異常

となった場合（同条（e）），申込に承諾者がなすべき条件を付したがその条件が満た

されることなく承諾がされた場合（同条（g））は，申込が撤回されたものとみなされる。

　　　契約は当事者間の一般的な意思に基づき解釈されなければならない（５１５条１項）

が，そのような解釈基準がなければ，当該契約を巡る状況について当事者と同様の慎

重さを持つ一般人の合理的な思考に基づき解釈される（同条２項）。当事者の一方の

主張ないし行為で，他方当事者が知りまたは知るとみなされる事項については，双方

の意思に基づくとして解釈される（同条３項）。契約は契約全体の趣旨ないし文脈に

照らして解釈され（同条４項），分断した形での解釈されるべきでない（同条５項）。

　　　その他，懸賞広告による申込（５１１条），契約の成立場所（５１２条），条件付き

契約（５１３条）に関する規定がある。

　　　この章及び第３章，第４章，第５章の規定は民法及び関連する法律に基づく契約一

般に適用される（５１４条）。

　　　権利行使期間は原因となる行為の時から２年である（５１６条）。

　　⑶　第３章：契約の有効性（Validity of Contracts）

　　　契約の無効事由（５１７条），取消事由（５１８条）が細かく列挙されている。

　　　無効事由として，法により有効性が認められない場合（５１７条１項）の他，就業

禁止・取引禁止等の契約（同条２項（a）），法で禁じられた者以外との婚姻を禁止す

る契約（同条項（b）），公的に認められた利益享受を制限する契約（同条項（c）），裁

判所で認められた法的権利を制限する契約（同条項（d）），法に反するか法で禁止さ

れた事項に関する契約（同条項（e）），不道徳な目的ないし公序良俗に反する契約（同

条項（f）），実現不可能な契約（同条項（g），（h）），不明確な契約（同条項（i）），能

力のない者によって締結された契約（同条項（j）），違法な目的の契約（同条項（k））

契約締結当時，契約の本質的な部分に両当事者の誤りがあった場合（同条項（l））26が

26 いわゆる共通錯誤。
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挙げられている。

　　　取消事由として，強迫（５１８条２項（a）），不当な影響下にあった場合（同条項（b）），

詐欺（同条項（c）），不正確な表示に基づく場合（同条項（d））が挙げられている。

　　　また法で要求される形式や手続を経ない場合，契約の効力が否定されることがある

（５１９条）。

　　　権利行使期間は契約の無効の場合や取消の場合に応じて定められている（５２０条）。

　　⑷　第４章：契約の履行（Provisions Relating to Performance of Contracts）

　　　契約当事者はその債務を履行する責任を負う（５２１条）。

　　　同時履行の約定があれば，相手方の債務の履行時まで他方も履行する必要がない（５

２２条１項）。先履行の合意があればこれに従うが，なければ契約の性質に応じて履

行の順序が定まる（同条２項）。同時履行の約定がある場合ないし債務の履行が他方

の履行に依存する場合に相手方の履行がなかったことで被った損害があれば賠償を請

求できる（同条３項）。同時履行の約定がある場合に一方が他方の履行を妨害した場合，

妨害された当事者は契約を解除した上，損害賠償請求ができる（同条４項）。

　　　契約に履行期と履行態様の合意があればこれを遵守しなければならない（５２３条

１項）が，契約上特定されていない場合でも債務が特定の時期・態様において履行さ

れるべきものであれば，これに従う（同条２項）。いずれの場合でもなければ，合理

的な時期に合理的な態様で履行されるべきとされる（同条３項）。

　　　履行場所は契約に特定されていればその場所（５２４条１項），特定がない場合で

当事者の一方の債務が引渡債務である場合，引渡場所はそれらの物が存在した場所と

される（同条２項）。履行場所の特定がなくとも，慣習・用法・契約の性質に照らし

て特定の場所で履行されるべき場合はその場所が履行場所となる（同条３項）。以上

のいずれでもない場合は，履行当事者が相手方に合理的な履行場所を特定するよう通

知し，通知を受けた者が履行場所を定める（同条４項）。

　　　契約が特定の履行期を定めていたにもかかわらずその期限内の履行がない場合は履

行遅滞となる（５２５条１項）が，履行期徒過後であっても履行可能であれば合理的

な期間を与えて履行を請求できる（同条２項）他，損害賠償請求もできる（同条３項）

が，それでも履行がされなかった場合，通知側当事者は契約を解除できる（同条４項）。

　　　契約に拘束されるのは基本的に当事者同士のみであるが，代理人による履行も可能

であり（５２９条），また契約上，利益を得る第三者がいれば，この者も履行の請求

ができる（５３０条）。

　　　契約当事者は，相手方の契約履行に必要な協力をしなければならず，これがないこ

とで不履行に陥った場合は責任が発生しない（５３２条）。

　　　合意により契約内容の変更ないし履行期の延長をすることは可能である（５３３

条）。契約締結時からの基本的な状況の変化があったときは，履行が不要となること

がある（５３１条）。また履行の時期が契約の性質上必須のものとみなされる場合（５

２６条），契約の履行が不要とされる状況（５２７条），債務の相続（５２８条）につ
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いて規定されている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５３４条）。

　　⑸　第５章：契約違反及び救済（Provisions Relating to Breach of Contracts and Remedies）

　　　債務不履行の場合27の解除と賠償責任に関する章である。

　　　契約当事者が債務を履行しなかった場合及び相手方に債務の履行をしない旨の通知

をした場合，履行が不能な場合は，契約違反となり，他方当事者は契約を解除できる

（５３５条）。当事者の一方が数人ある場合は，契約の解約はその全員からまたはそ

の全員に対してのみすることができる（解除権の不可分性，５３６条）。

　　　契約違反のため損害を被った当事者はその賠償を請求できるが，賠償の範囲は，実

際の損害または契約時に当事者が予見できた損害とされ（５３７条１項），契約に予

定額の定めがあればその金額を（同条２項），なければ，直接かつ現実の損害に関す

る合理的な金額とされる（同条３項）。

　　　契約が解除されると契約は効力を失い，既に受け取ったものがあれば返還しなけれ

ばならず（５３８条１項），受け取ったものがサービスや利益であれば合理的な金員

の返還をしなければならない（同条２項）。返還請求のために法的措置をとる必要が

生じた場合はそのための合理的な費用も返還対象となる（同条３項）。また債務不履

行を理由に契約が解除された場合であっても，解除者は既になされた履行の割合に

従った金員の返還を請求できる（５３９条）。損害賠償は金銭（的評価）によってな

されるのが原則だが（５４２条），金銭賠償が適当でない場合は，代わりに特定の行

為を請求することもできる（５４０条）。

　　　契約の性質に反する行為をする当事者のために履行ができない場合は裁判所に訴え

ることができる（５４１条）。

　　　日本の民法上は債務不履行の場合の責任追及に債務者の帰責事由が要件とされる

が，ネパール民法上は明確にされていない。故意・過失は賠償額を定めるにあたって

裁判所が考慮に入れるとされているのみである（５４３条）。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５４４条）。

　　⑹　第６章：物品売買契約（Provisions Relating to Contracts of Sales of Goods）

　　　前章までは契約一般に通底する規定がまとめられていたが，第６章～第１５章は契

約類型ないし態様に応じた各論である。

　　　この章は動産売買（５４５条）に関する章であり，旧法（契約法）を受け継いでい

る部分が多い。

　　　特定の物品を売買する際に既に目的物が破損しておりそのことを売主も知らなかっ

た場合，契約は無効となる（５４６条）28。物品の価格は契約上または取引の中で当事

者同士の合意で決定するが（５４７条１項），重さや寸法を根拠にする場合は契約に

別段の定めがない限り正味重量・寸法に従い（同条２項），以上いずれでも決まらな

27 履行遅滞は前章（第４章）にまとめられているのでここには含まれない。
28 契約の一般的無効（５１７条）の特則。
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い場合は関連する状況を考慮にいれて合理的な金額とする（同条３項）。

　　　その他，支払の時期や方法（５４８条），物品の記載（５４９条），売却される物品

に関する権原（５５０条），物品が十分な品質を持つものであること（５５１条），品

質が異なる場合の受領または拒絶権限（５５２，５６０条），サンプルによる売買契

約（５５３条），物品の所有権移転（５５４条），危険負担（５５５条），買主による

物品確認の権利（５５６条），買主が物品を受領したと認められる場合（５５７条），

引渡し時期（５５８条），引渡された物品に関する文書（５５９条），賠償に関する特

則（５６１条）が定められている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５６２条）。

　　⑺　第７章：保証契約（Provisions Relating to Contracts of Guarantee）

　　　保証契約に関する章であり，旧法（契約法）を受け継いでいる部分が多い。

　　　保証契約は，第三者が，主債務者が借入金を支払わないときにこれを履行すること

を約するものだが，書面で締結する必要がある（５６３条）。

　　　契約に別段の定めがない限り，保証人の義務は主債務者の債務不履行により発生し

（５６４条１項（a）），その義務の内容は主債務者と同じである（同条項（b））。５６

５条に（契約に別段の定めがない場合）保証人が義務から免除される場合が列挙され

ている29。

　　　保証債務の履行により主債務は消滅し（５６６条１項），保証人が債権者に代位す

ることになる（５６７条）。

　　　その他，保証契約が無効になる場合（５６８条），共同保証人の義務の平等（５６

９条），継続的保証（５７０条），損害の填補に関する契約（５７１条），代位に関す

る規定（５７２条），代位者の権利（５７３条）が定められている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５７４条）。

　　⑻　第８章：寄託契約（Provisions Relating to Contracts of Bailment）

　　　旧法（契約法）を受け継いでいる部分が多い。

　　　寄託者が受託者に対し，物品を，返還するかまたは第三者に渡すか寄託者の指示に

基づいて売却することを約して引き渡すのが寄託契約（５７５条）である。目的物の

引渡しが要件となる（５７６条）。

　　　寄託者は受託者に寄託物の瑕疵について通知しなければならず（５７７条），受託

者は契約の条件に基づき管理保管しなければならず，条件の定めがなければ自身の物

と同様に合理的な方法で管理保管する必要がある（５７８条１項）。寄託物は，特定

された時期が経過するか目的を達した後に返還される（５７９条１項）。

　　　その他，他人物寄託者の責任（５８０条），修理または管理のための物品の返還（５

８１条），寄託物のための費用（５８２条），寄託契約の無効（５８３条）について定

められている。

29 保証債務の消滅原因として主債務が消滅するいくつかの場合が挙げられており，付従性の原則が見
て取れる。
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　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５８４条）。

　　⑼　第９章：担保または預託契約（Provisions Relating to Contracts of Pledge or Deposit）

　　　旧法（契約法）を受け継いでいる部分が多い。

　　　債務の担保のために物品を引渡す場合である（５８５条）。

　　　担保という性質上，契約に別段の定めがなければ目的物は債務が履行されたら返還

しなければならない（５８６条）が，債務が履行されなかった場合，債権者は目的物

を売却しまたは競売にかけることができる（５８７条）。

　　　その他，非所有者による担保または預託の効果（５８８条），債権者平等（５８９条）

が定められている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（５９０条）。

　　⑽　第１０章：代理に関する契約（Provisions Relating to Contracts of Agency）

　　　任意代理に関する規律であり（５９１条），主に旧法（契約法）の改正である。

　　　代理人は性質上本人でなければできない行為を除きあらゆる行為を代理でき（５９

２条１項），その行為の効果は本人に帰属する（同条２項）。復代理も可能である（５

９３条）が，代理人が辞任するか解任された場合はこれに伴い地位を失う（６００条）。

　　　代理人が従うべき事項（５９４条），代理人個人が責任を負う場合（５９５条）につ

いて列挙されている他，下記の通り権限踰越ないし表見代理規定について整理された。

　　　代理人の権限踰越の場合，本人は責任を負わないが（５９２条２項但書），越権部

分とそうでない部分の区別がつく限りは，権限内の行為につき責任を負う（同条３項）。

また，本人が何人かに代理権を付与したことを第三者に表示し，そう信頼させた場合，

当該第三者が代理権のないことを知りまたは知りうべき状況にない限り，本人は当該

表見代理人の行った行為の責任を負う（５９６条１項）。この時，第三者が表見代理

人の権限踰越行為についても代理権があると信じる合理的な理由があれば，本人はこ

れについても責任を負う（同条２項）。

　　　代理契約が効力を失う場合として，代理人が自発的に辞任し本人に通知した場合（５

９７条１項（a）），本人が代理権または代理契約を撤回するか契約の履行不能を通知

した場合（同条項（b）），代理人が特定の業務のために任命されたが，この業務が完

了した場合（同条項（c）），代理人が特定の期間を定めて任命されたが，この期間が

満了した場合（同条項（d）），本人または代理人が死亡または意思無能力に陥った場

合（同条項（e）），本人に破産宣告があった場合（同条項（f）），代理人の任命に至っ

た事情が存在しなくなった場合（同条項（g）），代理人が法人により任命されたが，

当該法人が解散した場合（同条項（h））が挙げられている。本人は，代理人が権限行

使をする前であればいつでも代理権授与を撤回できるが，直ちにその旨を通知しなけ

ればならない。もっとも，既に一部の権限が行使されていた場合は影響を受けない（同

条２項）。代理人が一定の利害関係を有する場合は例外である（同条３項）。一方で，

契約に別段の定めがなければ，特定の期間ないし行為のために指名された代理人は，

合理的かつ十分な理由なく代理人を解任できない（５９８条１項）し，期間ないし行
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為が特定されていなければ，事前に適当な理由を通知しなければ解任できない（同条

２項）。これらの条項に反する形で解任がなされたら本人は代理人に対して合理的な

金額を賠償しなければならない（同条３項）。逆に，契約に特段の定めがない限り，

特定の期間ないし行為のために選任された代理人は，この期間の経過ないし行為の完

成前には合理的な理由なく辞任できない（５９９条１項）し，そのような期間や行為

の定めがなければ事前に本人に対し理由を付した通知をしなければ辞任できない（同

条２項）。また，上記辞任があった場合，本人は合理的な賠償の支払を請求できる（同

条３項）30。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６０１条）。

　　⑾　第１１章：貨物運送に関する契約（Provisions Relating to Contracts of Carriage of Goods）

　　　旧法を受け継いでいる部分が多い。

　　　物品をある場所から別の場所へ運送する契約である（６０２条）。

　　　運送者は受け取った物品を特定の目的地に定められた期限内または合理的な期限内

に運送する義務を負い（６０３条１項３項），この物品が滅失・毀損したり目的地に

届けられなかったような場合，その責任を負う（同条２項，６０４条２項）。

　　　その他，所有者の同意なく物品を売却する権限（６０５条），運送者の責任の制限（６

０６条），賠償責任（６０７条），運送者の責任の消滅（６０８条）につき定められている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６０９条）。

　　⑿　第１２章：賃貸借契約（Provisions Relating to Contracts of Lease）

　　　Part－４：財産法の第９章に建物賃貸借契約の章が設けられているが，ここでは一

般的な賃貸借契約について規定されている。前者が旧法の改正であったのと対照的に，

この一般的な賃貸借契約の章は新民法で新設されたものであり，前者がこの章に対す

る特則という関係にある（６２２条）31。

　　　賃貸借契約（６１０条１項）が締結されると，契約に別段の定めがない限り，貸主

は目的物を引渡し（同条２項（a）），目的物の状態を維持し（同条項（b）），目的物を

妨害なく平穏に使用収益させなければならない（同条項（c））。使用により壊れる可

能性のある物や消耗品は対象に適さない（同条３項）。

　　　借主は，貸主の同意なく賃貸借目的物の形状を変更することができないが，修理・

維持管理・改良することは妨げられない（６１１条）。また信義誠実に基づいて自己

の物と同じように注意を払い，契約の目的に沿って目的物を使用しなければならず，

これらの義務ないし用法違反があれば貸主は契約の解除ができる（６１２条）。契約

に別段の定めがない限り，目的物の修理や維持は貸主の義務であるが（６１３条１項），

30 ５９８条１項２項と５９９条１項２項は，所定の場合に「解任（辞任）できない」と規定しつつ，「１
項２項の規定に反して解任（辞任）した場合」の賠償責任を定めている。解任（辞任）の効力はなく
とも損害が生じた場合に３項の責任が発生すると読むのが自然に思えるが，文言上はやや不明瞭である。
31 建物賃貸借契約が財産権の章に，その他の賃貸借契約が契約法の章に置かれているが，法的整理と
しては少し理解が難しい。別建てとされたのは，旧法からの引継ぎか新設かという専ら単なる経緯の
問題のようである。将来的には整理してまとめられるかも知れない。
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使用収益のために直ちに必要となる場合は借主が修理・維持・改良をすることができ

（同条２項），要した費用は貸主が償還することになる（同条３項）。

　　　借主は，目的物を損傷しないようにその性質に応じ十分に安全な措置をとって占有・

使用しなければならず（６１５条１項），もし不注意により目的物に損傷を与えた場

合は責任を負う（同条２項）が，不可抗力の場合はこの限りでなく，貸主が修理しな

いか不可能な場合は賃料を減額しなければならない（同条３項）。借主は契約の条項

に基づく賃料を支払わなければならない（６１６条１項）。また目的物の使用に支障

が生じた場合の賃貸人への通知義務がある（６１４条１項）。なお，当該支障が解消

されない場合に賃料減額がされることがある（同条３項）。

　　　賃貸借契約の存続期間は目的物別に細かく定められている（６１７条）。また貸主

の事前の同意の下で転貸借も可能である（６１８条）。契約終了後は目的物を返還し

なければならない（６１９条）。

　　　貸主が賃貸借契約を解除できる場合として，貸主側の許可なく借主が賃料の支払い

をしないまま支払日を９０日間経過したとき（６２１条１項（a）），借主の６１２条

違反の場合（６２１条１項（b）），借主の６１４条の通知義務違反の場合（同条項（c）），

借主の６１５条２項の修理義務違反の場合（６２１条１項（d）），借主が無断転貸を

した場合（同条項（e））が，逆に借主が解除できる場合として，目的物の占有ないし

目的に従った使用収益ができない場合（同条２項（a）），貸主が６１３条３項の修理

費用の支払をしない場合（６２１条２項（b）），貸主が６１４条３項ないし６１５条

４項の賃料減額に同意しない場合（６２１条２項（c））が挙げられている。

　　　その他，不動産賃貸借に関する特則（６２０条）が定められている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６２３条）。

　　⒀　第１３章：分割払い契約（買取権付使用契約）32（Provisions Relating to Hire－

purchase Contracts）

　　　新設された章である。

　　　物品（動産）の所有者が，定期的な賃料（rent amount）支払いを条件として借主（hirer）

に目的物を占有・使用させ（６２４条１項（a）），借主が目的物を購入する権利を有

し（同条項（b）），分割の最終支払時に目的物の所有権が借主に移転し（同条項（c），

６２８条），借主は所有権移転前にいつでも契約を解除できる（６２４条１項（d）），

という条件の下で締結される契約である。書面で締結される必要があり（同条２項），

目的物は動産に限られる（同条３項）。

　　　分割払い契約（買取権付使用契約）で特定されるべき事項（６２５条），１つ以上

の契約が１つの契約とされる場合（６２６条）の定めがある。

32 hire－purchase の名称と，英訳条文の文言（hirer や rent amount），そして所有権移転が最終支払時であ
ることに鑑みると，買取権付使用契約（賃借人に目的物を買い取ることのできる選択権が付与された
賃貸借契約）と捉えることが適当に思われるが，実態としては分割払いとして利用される可能性も考
えられるため，念のため両方の和訳を付す。
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　　　分割払い契約（買取権付使用契約）の効果として，借主は排他的に目的物を占有・

使用できる権限を有し（６２７条１項（a）），引渡しにより他者からの目的物に関す

る主張・請求を受け付けず（同条項（b）），また同様のサンプルとの比較をする合理

的な機会が保証される（同条項（c））。一方，所有者は目的物の占有を移転した後で

もこれを売却する権限を有する（同条項（d））。

　　　目的物の所有権が移転するまでは寄託（bailment）同様の関係とされ（６２９条１項），

借主は契約に別段の定めがない限り目的物が自己の物であると同様に合理的な管理を

しなければならず（同条２項），過失により紛失や損傷があれば責任が発生する（同

条３項）。

　　　借主は契約に基づいて分割金の支払をしなければならないが（６３０条），契約期

間中，所有者に対して１５日以上前に書面による通知をした上で，分割払金の残余を

支払って契約を終了させることができる（６３１条）。

　　　借主は，契約に別段の定めのない限り，分割金の最後の支払前であれば，所有者に

対して１５日以上前に書面による通知をすることで契約を解除することができるが

（６３２条１項），契約解除に先立って目的物の返還及び必要な支払義務がある場合

は支払もしなければならない（同条２項）。ただし，既に契約金額の半分を超える支

払をしていた場合はそれ以上の支払を要せず，一方で既払額が全体の半分に満たない

時は半分に満つるまでの支払が必要となる（同条３項）。

　　　借主は，所有者の同意を得て，分割払い契約（買取権付使用契約）に基づく権利・

利益や義務を他者に移転することもできる（６３３条１項）。借主がこれらの権利・

利益ないし義務の移転を求めた場合，所有者は１５日以内に同意又は拒否の意思を表

示しなければならないが，この期間を過ぎても同意がされなかった時は拒否されたも

のとみなされる（同条２項）。所有者の拒否に対して借主が５０日以内に訴えを提起し，

裁判所が拒否を合理的でないと判断すれば，所有者による同意を得たものとみなされ

る（同条３項）。

　　　契約内容に反する目的物の使用があった場合は借主に責任が発生する（６３４条）。

所有者が目的物の状態について情報を求めた時は，借主は１５日以内に所有者に知ら

せなければならない（６３５条）。

　　　所有者が契約を解除できる場合（６３６条）として，分割払いを２回以上怠った場

合（同条１項，２項）や借主がその他の義務（６２９条，６３５条）を果たさなかっ

た場合（同条３項）等が挙げられている。

　　　その他，目的物喪失の場合の借主の権利（６３７条），借主が破産した場合の目的

物（６３８条）について規定されている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６３９条）。
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　　⒁　第１４章：賃金（Provisions Relating to Wages）

　　　旧法の改正条文と新設された条文がある33。

　　　１４歳以上の者はその同意の下で雇用されることができる（６４０条１項）。危険

業務は１６歳以上である（同条項但書）。

　　　使用者は，労働者が自発的に無償労働に同意しない限り，労働に比例した賃金支払

義務を負う（６４１条１項）。使用者は雇用にあたり，仕事の性質に応じて考えられ

る危険性に対して十分な安全措置を講じなければならない（６４２条）。

　　　８時間を超えて労働させることは原則として禁止されるが（６４３条１項），労働

者の同意を得て時間ごとの追加賃金の支払いをすることで例外が認められる（同条２

項）。ただし時間外労働の例外は家事手伝いには適用されない（同条３項）。

　　　家事手伝いについては新設された特則があり（６４４条），給与は月給ないし年給

として定めること（同条１項（a）），使用者はその能力に応じた３食と適当な衣服（同

条項（b）），使用可能な居住環境やトイレ，風呂（同条項（c））を，１８歳に満たな

い家事手伝いについては学習の機会（同条項（d））を，また家事手伝い労働者が病気

に罹った際には適切な措置（同条項（e））を与えなければならない。病気や年齢，能

力や状況によって適切でない者を家事手伝いとして雇うことはできない（同条項（f））。

家事手伝い労働者が亡くなった時，使用者は葬儀費用を負担しなければならない（同

条項（g））。家事手伝い労働者に対して非人道的あるいはこれを貶めるような扱いや

ドメスティックバイオレンスを働いてはならない（同条項（h））。使用者が家事手伝

い労働者の生活や学習環境に支出した費用（同条項（b），（c），（d））を給与から差し

引くことはできない（同条２項）。また家事手伝い労働者を雇用した時は届け出も必

要となる（同条３項）34。

　　　合理的な理由なく労働を途中放棄してはならず（６４５条１項），かかる場合には

放棄者に責任が発生する（同条２項）。使用者は労働者に賃金を支払わなければなら

ないが，支払前に労働者が死亡した時は相続人に支払う（６４６条）。

　　　権利行使期間は，６４４条（家事手伝い労働者）の場合は原因となる行為があって

から３ヶ月，その他の場合は３５日である（６４７条）。

　　⒂　第１５章：間接的契約または準契約（Provisions Relating to Indirect or Quasi－Contracts）

　　　新設された章である。

　　　第２章「契約の成立」に対する特則的な位置付けとして，自発的な一方的行為によ

り法律関係が生じる場合（つまり合意を経ないもの）を「間接的契約または準契約」

として規定したものである（６４８条）。

　　　他者の業務や財産を自発的に管理した場合，この業務や財産が存在する限り，その

他者に引き継がない限りはこれを放棄してはならないという，いわゆる事務管理が規

33 我が国同様，労働法は別途存在する。こちらも近年改正された。
34 家事手伝い労働者に関する特則を新たに設け手厚く保護しているのは，性質上，通常の労使関係よ
りも違法・不当な行為が横行しやすいからであろう。
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定されている（６４９条）35。

　　　他者の物を管理する場合は自己の物と同様の誠実さを持ってしなければならず（６

５０条１項），悪意（malafide intention）または過失により損害を与えた場合は賠償責

任が発生する（同条２項）。

　　　権限をもって復代理をした場合にも責任は免れない（６５１条）。

　　　災害時に他者の財産を保護した者による所有者に対する合理的な費用償還請求権

（６５２条），自己の費用をもって義務を果たしたことで他者が利益を得た場合の費

用償還請求権（６５３条），養育義務者に代わって養育した者の費用償還請求権（６

５４条），故人の葬儀を執り行った者による相続人に対する費用償還請求権（６５５

条），精神障害者等の生活費などの負担をした者による費用償還請求権（６５６条），

治療費を負担した者による関係者への費用償還請求権（６５７条），公的に求められ

る安全や財産保護の定めを遵守しなかった者への費用償還権（６５８条），契約によ

り他者の法律上の支払義務を負担した者への費用償還請求権（６５９条），物品やサー

ビスの提供に対する代価または報酬の支払（６６０条），物品またはサービスの代価

の返還（６６１条），管理下にある財産が寄託されたものとして管理されること（６

６２条）について規定されている。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６６３条）。

　　⒃　第１６章：不当利得（Provisions Relating to Unjust Enrichment）

　　　不当利得に関する章も新設された。

　　　法律行為や義務の履行といった原因によらず他者から得た利益は不当利得とみなさ

れ（６６４条１項），財産の増加または義務の減少（同条２項（a）），他者からのサー

ビスの受領ないし他者に行為をさせること（同条項（b）），受益者のための他者の財

産の使用（同条項（c））を伴う場合が挙げられている。もっとも同条３項ではより広

範に，およそ法律や契約によらず（同条項（a）），また相手方が自由意思で対価を求

めなかった場合（同条項（b））を除き，受領した物やサービス，利益は不当利得とみ

なされると規定されている。不当利得後に損失や損害が発生しても不当利得そのもの

の判断に影響を与えない（同条４項）。受益者はこの章の規定に従って返還義務を負

う（同条５項）。

　　　受領権限がない物を誤って受領した場合は返還しなければならない（６６５条）36。

　　　義務がないにもかかわらず誤って債務の支払がなされた場合，受領した者はその金

額を返還しなければならない（６６６条）。

　　　権限のない者が悪意（malafide intention）で物や金員を受領した場合，受領した物

または金員とともに，法律に従って，受領時から返還時までの利息ないしその物から

発生した利益を付して返還しなければならず（６６７条１項），受領した物に損害が

発生すれば賠償責任を負う（同条２項）。

35 negotiorum gestio
36 solutio indebiti
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　　　第三者による弁済がされた場合，債務者は支払者（第三者）に対しその金額を支払

う義務を負う（６６８条）。また，第三者による税金支払がされた場合，支払者（第

三者）は本来の義務者に対しその金額の償還請求ができる（６６９条）。

　　　その他，遺失物を発見した場合の扱いと所有者への返還（６７０条）について規定

されている。なおそれでも３年間所有者が不明の場合は発見者がその物を取得できる

（同条３項）。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから２年である（６７１条）。

　　⒄　第１７章：不法行為（Provisions Relating to Torts）

　　　不法行為の章もまた新設された。

　　　旧法に一般的な不法行為規定はなく，刑事手続の内部で部分的に存在したのみで

あった。

　　　新法では不法行為について一般的な定めが置かれた。何人も，その過失（any 

default, negligence or recklessness）に基づく作為または不作為によって，他人の身体，

生命，財産，法的に保護される権利・利益を侵害してはならず，こうした侵害があっ

た場合はこの章の規定に基づいて責任を負う（６７２条）37。

　　　続く６７３条以下には特殊不法行為の規定が置かれている。

　　　１４歳以下の未成年者の不法行為に対して親権者ないし監護者が責任を負い（６７

３条），被後見人・被保佐人の不法行為に対して後見人・保佐人が責任を負う（６７

４条）38。

　　　他人を雇用する者は，被用者が誠実に業務を遂行する過程で他者に与えた損害につ

いて賠償責任を負う（使用者責任，６７５条１項）が，被用者の過失や不誠実による

場合は被用者が個人的に責任を負う（同条２項）39。

　　　動物の所有者は，その管理下にある動物が他人に与えた損害について責任を負うが，

動物の性質に応じて十分な安全策を講じていた場合や被害者自身の過失で損害が生じ

た場合はこの限りでない（６７６条）。

　　　建物の所有者は，その建物の崩壊によって他人に生じた損害について責任を負う（６

７７条）。

　　　財物の所有者は，その財物によって他人に生じた損害について責任を負う（６７８

条）40。

　　　家長は，家庭で廃棄した物によって他人に生じた損害に対して責任を負う（６７９条）。

　　　他人の財産を侵害（Trespass）した者は，生じた損害を賠償する責任を負う（６８

37 故意による不法行為は書かれていない。刑法でカバーされるものと思われる。
38 いずれも過失は要求されておらず，免責の規定もない。６７７～６７９条も同様。
39 １項の使用者責任は被用者の過失を前提としておらず，２項で被用者自身の責任が問われる場合を
認めているが，使用者が責任を逃れる場合については規定がない。
40 爆発や発火等の場合が挙げられており（同条（a）～（e）），性質上ある程度の危険性を持つ財物を想
定した規定である
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０条）41。

　　　２人以上の者による共同不法行為の場合，行為者らは，それぞれの責任に比例し

て42賠償責任を負うとされる（６８１条１項）。責任割合に応じて分割可能であれば

その範囲で，さもなくば平等の債務を負担することになる（同条２項）。

　　　この章により不法行為責任を負う者は，損害の賠償をしなければならない（６８２

条１項）が，被害者の過失がある場合，責任は軽減される（同条２項）43。賠償の範囲

は現実に生じた損害である（同条３項）。

　　　刑事事件の中で賠償問題が処理される場合や，法律に別途賠償に関する規定がある

場合は，この章の不法行為の規定が適用されない（６８３条１項）。冒頭で述べた刑

事手続内での賠償という処理が現行法にも引き継がれているからである（新刑事法で

も刑罰の一つとして「損賠賠償」が列挙されている。）44。また行為者に過失がなかっ

たことを証明すれば不法行為責任を問われない（同条２項）。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから６ヶ月である（６８４条）。

　　⒅　第１８章：欠陥製品に対する責任（Provisions Relating to Liability for Defective Products）

　　　新法で大きく改正された章である。

　　　欠陥製品を生産し販売，配布した者は，これによって生じた損害を賠償する責任を

負う（６８５条）45。

　　　損害が当該欠陥製品によることは請求者が証明しなければならない（６８６条）。

　　　一方で，製品を生産した側が一定の事由を証明することで免責される場合が列挙さ

れている（６８７条，当該製品を生産・販売・配布していないこと，生産時に欠陥は

なかったこと，損害が消費者側の責任によること等）。

　　　損害が両者の責任によるものである場合は賠償責任が軽減される（６８８条）。市

場にある同様の商品やサービスの方がより高品質であるというだけでは当該目的物は

欠陥製品とみなされない（６８９条）。この章にある規定は，欠陥製品により損害を

受けた者のその他の権利を侵害しない（６９０条）。

　　　権利行使期間は，原因となる行為があってから１年である（６９１条）。

　７　Part－６：国際私法（Provisions Relating to Private International Law）

　　国際私法は新しく設けられたパートである46。

41 不動産及び動産についてあらゆる形態の財産権の侵害を広く補足している（Explanation）。
42 英訳版では共同不法行為の場合に連帯債務（jointly and severally liable）を認めているように読めるが，
債務一般の章（Part５・第１章，４９７条参照）で触れたようにネパール民法上は連帯債務の概念がな
い。同じネパール語文言が使用されている２０１４年草案の英訳版では individually and collectively 
liable の訳があてられており，翻訳の問題であろう。
43 過失相殺の趣旨。
44 新刑法４０条。また量刑法の part６（４１～４５条）は刑事事件において身体・生命・財産・名誉
を傷つけられた場合に裁判所が損害賠償を命じる場合について規定。
45 我が国の製造物責任と同趣旨である。
46 国際私法がパッケージの形で民法典に組み込まれている点は我が国と異なる。
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　　インドのような近隣国のみならず日本や欧米，オーストラリア等，国外に出るネパー

ル人は若者を中心に年々増加しており，国際私法について網羅的な一節が設けられた意

味は大きい47。

　　この章の規定の適用対象として，外国人が関与しあるいは対象や行為が外国にある私

的法律関係（６９２条１項），特に，外国人の法的地位・能力（同条２項（a）），家族関

係（Partition や相続を含む。）に外国人を含むか関係行為が外国でなされた場合（同条

項（b）），外国人が当事者に含まれる外国にある財産関係（同条項（c）），外国人が当事

者に含まれる契約ないし契約外の権利義務関係（同条項（d）），外国で締結された契約

関係（同条項（e））が挙げられている48。

　　外国人（自然人）の法的能力はその国籍国の法で決まる（６９３条１項）が，特定で

きないときは常居所地の法律により，常居所地も明らかでなければその時点で滞在して

いる国の法律による（同条２項）。外国法人の法的能力ないし法的地位はその登記（登録）

国の法律によるが，特定できないときは本部所在国の法律により，これも明らかでなけ

れば業務遂行地の法律による（同条３項）。

　　外国人の失踪ないし死亡が推定されたときの法律関係は当該外国人の国籍国の法によ

る（６９４条１項）が，特定できないときは常居所地法，これも明らかでなければ直近

の居住地法による（同条３項）。

　　ネパールに居住する外国人に対し相続が開始したときの相続人の決定は当該外国人の

国籍国の法によるが，特定できないときは常居所地法，これも明らかでなければその時

点の居住地法による（６９５条）。ネパールにいる外国人の相続が開始したとき，ネパー

ルに存在する財産に対する相続人と相続順位の決定は当該外国人の死亡時の国籍国の法

による（６９６条１項）が，特定できないときは死亡時の常居所地法，これも明らかで

なければネパール法による（同条２項）。

　　法人（company, foundation or other corporate body）の性質（私的ないし公的団体か）

は設立された国の法律によって決定されるが，特定できないときは登記（登録）された

事務所または本部が存在する国の法律による（６９７条）。

　　動産の相続は，被相続人の死亡時の常居所地法で（６９８条１項），不動産の相続は

当該不動産の存在する国の法律で規律される（同条２項）。

　　ネパール人が外国で婚姻するときは，その能力，資格，条件（婚姻適齢等）について

はネパール法に従わなければならず（６９９条１項），手続は当該国の法律の定めに従

う（同条２項，ただし在外大使館や領事館での婚姻の場合は除く。）。これらの条件を満

たさない婚姻は認められない（同条３項）。

　　外国人がネパール国内で婚姻するときは，外国人同士の場合も外国人とネパール人で

ある場合も，その能力，資格，条件（婚姻適齢等）についてはそれぞれの自国法に従わ

47 ネパールの法律家の間では国際私法に関する先例や実務の蓄積が不足している。新しく設けられた
規定にも未だ不十分な点が多く，今後も改正・発展が必要となろう。
48 なお，ここでいう「外国人（foreigner）」には外国籍の自然人及び法人、外国そのものを含む。
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なければならず（７００条１項），手続はネパール法に従う（同条２項，ただし在ネパー

ル外国大使館や領事館での婚姻の場合は除く。）。これらの条件を満たさない婚姻は認め

られない（同条３項）。

　　婚姻の効果と婚姻後の夫婦の関係は，夫婦の国籍が同じであればその国籍国の法に

よって決まるが，国籍が異なる場合は常居所地法で決まり，常居所地も異なる場合はそ

の時点の居住地法による（７０１条１項）が，婚姻の効果が同条項の規定でも決まらな

い場合には婚姻地の法による（同条２項）。

　　父権（親権）は事情に応じて子の国籍国の法で規律される（７０２条１項）が，特定

できないときは父母の常居所地法，これも明らかでない場合はその時点の居住地法によ

る（同条２項）。

　　養親子間の関係は養親の国籍国の法で規律されるが，特定できないときは養親の常居

所地法，これも明らかでない場合は養親が普段婚姻生活している国の法による（７０３条）。

　　後見と保佐については被後見人ないし被保佐人の国籍国の法による（７０４条１項）

が，特定できないときはその者の常居所地法，これも明らかでない場合はその時点の居

住地法による（同条２項）。後見人・保佐人と被後見人・被保佐人の関係は後見ないし

保佐に付された国の法律によるが，被後見人ないし被保佐人の常居所地がネパールであ

ればネパール法による（同条３項）。

　　separation of bread and board の場合49の規律は夫婦の常居所地の法による（７０５条１

項）。常居所地が夫婦で異なる場合は両者の最後の常居所地の法によるが，それでも決

定できなれければ，離婚扶養料に関する事件が係属している裁判所のある地の法による

（同条２項）。

　　外国で同国法に基づいてネパール人同士またはネパール人と外国人の間で有効に離婚

がされた場合はネパール法に基づいてネパールでも有効な離婚となる（７０６条）。

　　所有権ないし占有権の内容は当該財産が存在する国の法律により（７０７条１項），

不動産の所有権の継続・終了に関する問題はその不動産が存在する国の法律による（同

条２項）。

　　運送中の物品については目的地の法が適用される（７０８条）。

　　契約に関する準拠法は，契約当事者によってその契約で定める（７０９条１項）が，

定めなかった場合は履行地の，それでも決まらない場合は契約締結地の法による（同条

２項）。ただし契約締結地がネパールの場合，契約で定めない限り準拠法はネパール法

となる。

　　外国において有効な契約ないし証書はネパール国内でも有効とされる（７１０条）。

　　寄付ないし贈与の有効性に関しては，寄付者の国籍国の法による（７１１条１項）が，

寄付ないし贈与があった国の法の手続を満たせば正当に行われたものとみなされる（同

条２項）。

49 脚注１０参照
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　　外国人が関わる，または外国の物や外国での行為についての不法行為責任の決定は，

当該不法行為の発生地の法による（７１２条１項）。ある国での行為の結果が別の国で

発生した場合は，後者の地の法による（同条２項）が，特定できない場合は不法行為地

の法による（同条３項）。

　　準契約や不当利得に関する権利義務は行為地の法による（７１３条）。

　　ここまでで具体的に挙げられていないその他の事項については別途規定があればネ

パール法によるが，なければ一般に認められる国際私法の原則による（７１４条１項）。

当事者が合意すればネパール法による（同条２項）。

　　この章の規定で国籍国の法を準拠法とする場合で，その当事者が多重国籍である場合

は国籍国のうち常居所地の法による（７１５条１項）。決定できない場合は最も関係の

深い国籍国の法とするが，ネパール国籍を持つかネパールを常居所地するような場合は

ネパール法による（同条２項）。難民ないし無国籍の者については常居所地の法，決定

できなければその時点の居住地の法による（同条３項）。

　　ネパールの裁判所は，審理中の外国人が含まれる事件につき，両当事者からそれが適

当かつ実行可能である理由を明示した申し出を受けた場合，当事者の居住する外国の裁

判所での審理を許可することができる（７１６条１項）。この許可がされた場合は再び

同じ事件をネパールの裁判所で扱うことはできない（同条２項）。また，ある事件がネパー

ルの裁判所と外国の裁判所に同時にかかっている場合の審理の中断（７１７条）。ネパー

ルの裁判所が管轄を有する事件（７１８条），その他ネパールの裁判所で扱うことが可

能な事件（７１９条）についても規定されている。

　　ネパールが当事者となっている条約に別途規定がある場合，この章の定めは当該規定

に影響を与えない（７２０条）。

　　また，公の秩序に反する場合はこの章の規定は適用されない（７２１条）。

第３　最後に

　新民法には，全く新しい法制度と旧来からのネパール独自の制度が共存している。

Partition のようにこの大改正の機会に変革を試みたものの，そのまま残ってしまったもの

もある。また我々の感覚からすると，たとえば取引の安全の保護については保守的な感は

否めないし，ほとんどの権利行使期間は短すぎる。

　もとより法は現実の社会のあり方とこれを解釈する思想によって作り上げられるもので

あり，完璧なルールはない。長い時間をかけて議論されて完成したこの民法が，今のネパー

ルにとって最良のものということであろう。我が国の活動がその一助となったことは誇ら

しい。新憲法の下で新たなスタートを切ったばかりのネパールで，社会の変化に伴ってこ

の民法も発展的に形を変えていくことになろう。

 以上
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